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【平成２４年・恒久対策に関する大臣要求項目】 

               

  

１ 肝炎ウイルス検査の体制整備に関する要求 

２ 肝炎医療の助成に関する要求 

３ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する要求 

４ 啓発・知識の普及・人権の尊重に関する要求 

５ 障害者認定に関する要求 

６ 治療と就労の両立に関する要求 

７ Ｂ型肝炎完治の新薬・新治療法開発に関する要求 

 

 ※ 以下、平成２３年５月１６日に告示された肝炎対策の推進に関する基本

的な指針（厚生労働省告示第１６０号）を「指針」という。 

   また、「法」とは、「肝炎対策基本法」を、「肝炎患者」とは、「ウイルス

性肝炎患者」を、「ウイルス検査」とは、「肝炎ウイルス検査」を、「アンケ

ート調査」とは「全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団が、平成２３年に、全

国のＢ型肝炎訴訟の原告に対して行ったアンケート」を指す。 

 

第１ 肝炎ウイルス検査の体制整備に関する要求（法第１２条、指針第３） 

Ｂ型肝炎感染の主な原因の一つとされる集団予防接種は、国が施策として、

全ての国民に受けることを義務付けたものであるが、戦後の一定時期に注射

器連続使用がなされたことにより、この時期に集団予防接種を受けた国民の

誰もがＢ型肝炎ウイルスに感染している可能性がある。  

厚生労働省の調査によれば、Ｂ型肝炎ウイルスの持続感染者は全国に１１

０万～１４０万人いるとのことである。そして、発症した肝炎は自覚症状に

乏しいことが多いため、ウイルス感染が判明したときには、すでに肝炎症状

が進行している場合が多い。 

そこで、症状の進行を未然に防ぎ、全ての国民がウイルス検査を受けやす

い体制を整備するため、以下の措置をとられたい。 

 

１ ウイルス検査の体制整備及び受検促進 

（１）特定感染症等検査事業について、都道府県・政令市・特別区の全ての

保健所におけるウイルス検査の無料化を徹底されたい。また、同事業の
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一環として行われている緊急肝炎ウイルス検査事業について、委託医療

機関の拡大を図られたい。 

（２）出張型健診や特定の年齢以上の者を対象とした個別勧奨が拡大される

よう各地方公共団体に対し指導を徹底されたい。 

（３）職域におけるウイルス検査の受検機会を拡大するため、各事業主団体、

関係団体等に対し受検呼びかけに協力するよう通知する他、より具体的

な措置を講じられたい。 

 

 ２ 陽性者に対するフォローアップ 

   特定感染症検査等事業のウイルス検査において、都道府県・保健所設置

市・特別区による陽性者に対するフォローアップの実施が徹底されるよう

対策をとられたい。 

 

３ 広報 

（１）ウイルス検査の広報を行うに際しては、過去の集団予防接種における

注射器連続使用の事実とともに、一定世代の全ての国民が肝炎ウイルス

に感染している可能性があることを強調されたい。 

（２）全ての国民が少なくとも 1回はウイルス検査を受けるようにするため、

受検について先進的な取り組みをしている地方公共団体の手法や効果を

調査・研究した上、その調査研究結果を公開し、他の地方公共団体に対   

して紹介されたい。 

（３）ポスター・リーフレット等の作成普及の他、マスメディアを積極的に

利用する等の方法により、国民に対し広く受検を呼びかけられたい。 

（４）上記（１）ないし（３）の措置を実効化するため、広報にあてる予算

の抜本的拡充を図られたい。 

 

第２ 肝炎医療の助成に関する要求(法第１５条、指針第４) 

 

現在、肝炎患者の経済的負担軽減のための抗ウイルス療法に係る肝炎医療

費助成(法第１５条、指針第４(1))として、核酸アナログ製剤治療への助成が

実施されている。 
しかしながら、この助成制度に関しては、治療費が急激に増加する肝硬変・

肝がん患者に対する治療費助成が極めて不十分であること、自己負担が課せ

られていること、手続における負担が大きいこと、核酸アナログ製剤以外の

治療及び検査への助成が皆無であること等の問題点があり、大幅な改善が必

要である。 
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そこで、以下の措置をとられたい。 
 
１ 肝硬変・肝がん患者に対する治療費軽減措置制度の創設（法附則第２条、

指針第９の（２）） 
   肝硬変・肝がん患者は、入院・手術等による短期間での多額の医療費負

担を負うことも少なくないが、現在ではこれらの高額な治療費に対する措

置はなされていない。特にＢ型肝炎ウイルス感染者の場合、慢性肝炎、肝

硬変からの進展ではなく、いわゆる無症候持続感染の状態からいきなり肝

がんを発症するケースも存在するため、肝がん患者に対する治療費軽減措

置の必要性はいっそう大きい。 
この点、ＨＩＶ患者に対しては、健康保険（高額療養費制度）・自立支

援医療・重度障害者医療費助成制度・先天性血液凝固因子障害等研究事業・

身体障害者手帳等によって、その治療費を抑える役割が果たされている。 
そこで、かかる治療費軽減措置制度を参考にして、肝硬変・肝がん患者

に対する治療費軽減措置の制度設計を行われたい。 
 
２ 核酸アナログ製剤治療への助成拡充 

現在の抗ウイルス療法にかかる医療費助成は、原則として月額１万円又

は２万円を超える部分を助成対象としている。これは、毎月の医療費が相

当高額にのぼり、他方で治療期間が１年ないし１年半と比較的短いインタ

ーフェロン治療については実効性の大きな助成制度であるといえる。しか

し、Ｂ型肝炎患者の場合はインターフェロンの推奨対象が限定されており、

他方、多くのＢ型肝炎患者が受けている核酸アナログ製剤治療では毎月の

医療費が１万円ないし３万円程度になっている。 
そして、核酸アナログ製剤は、いったん服用を開始すると基本的に生涯

服用を続けなければならないため、現行助成制度では、医療費として月額

１万円又は２万円の出費を生涯余儀なくされ、その費用負担は多大なもの

となっている。そのため、治療を回避した結果として症状悪化を招き、肝

炎対策基本法及び基本指針の目指すべきあり方と反する事態が生ずる可能

性が指摘できる。 
そこで、抗ウイルス療法にかかる医療費助成において、核酸アナログ製

剤治療助成の実効性が確保されるよう、所得に応じて自己負担額を月額１

万円又は２万円とする現行制度から、原則自己負担なしとする制度設計を

行われたい。 
 
３ 核酸アナログ製剤治療助成の自動更新化・手続簡素化 
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核酸アナログ製剤治療助成については、自己負担限度月額の算定基礎と

なる情報を適切に把握し、額の決定を適正に行う必要があること、医療費

助成事業が予算事業であることから、毎年、更新手続を行う必要があると

されている。 
しかしながら、核酸アナログ製剤に対する医療費については原則として

自己負担をゼロとすれば、自己負担限度月額の算定基礎となる情報を把握

する必要はなくなる。 
そもそも、かかる更新手続は、ただでさえ治療行為等で精神的負担が多

い患者に徒に負担をかけることとなっている（地方公共団体によっては診

断書作成料等が自己負担であり、また、各種関係の窓口への出頭が必要で

あったりする等、精神的重圧を感じる肝炎患者が多数存在している）。ま

た、かかる更新手続の窓口である地方公共団体においても、様々な資料が

要求される更新制度は事務作業を増大させ、その事務的負担は決して軽視

できるものではない。 
また、予算事業であることから更新制度が必要であるとの見解にはいか

なる根拠があるのか明確ではない。かかる見解についての根拠を示された

い。そして、医療費助成については、予算と実績について差異が生じてい

ることが存在しているが、かかる差異が生じている背景にはどのような事

情が存在しているのか、明らかにされたい。 
そもそも、Ｂ型肝炎患者については、現在の医療水準ではウイルスを完

全に排除することが不可能な状態であり、生涯にわたって核酸アナログ製

剤治療が必要である。それに伴い、助成申請更新も毎年行うこととなるが、

医師の要治療診断を前提に支出される医療費を助成するとの制度の性格上、

初回申請時以外には医師の見解確認書面を不要とすることが合理的である

など、手続の省略化は充分に可能である。 
そこで、患者及び地方公共団体に負担をかけるものでしかない核酸アナ

ログ製剤治療助成についての更新制度については、自動更新にされたい。 
少なくとも、現行の必要書類の省略、郵送による更新手続の一般化、患

者費用負担の軽減など、更新手続の簡略化・軽減化を図られたい。 
 
４ 核酸アナログ製剤以外の治療及び検査への助成 

確かに、Ｂ型肝炎に対する治療については核酸アナログ製剤が効用を有

している。しかしながら、核酸アナログ製剤については、催奇形性に関す

る安全性が確認されておらず子どもをもうけようと考えている世代の患者

について治療開始に踏み切れない者や、その他核酸アナログ製剤の投与が

困難な例もあり、肝庇護剤治療等の他の治療に頼らざるをえない者も存在
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している。              
かかる状況の中で、核酸アナログ製剤以外の治療及び検査については、

何ら助成がなく、核酸アナログ製剤以外の治療を行っている患者の経済的

負担は多大なるものとなっている。 
そこで、核酸アナログ製剤以外の治療及び検査への助成制度設計を行わ

れたい。 
 

第３ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する要求（法 9条 2項 4号、指針第 4） 

 

  専門的知識を有する医師のもとで適切な治療を受けていない肝炎患者が多

数存在する。 

そのため、治療の機会を逸し、自覚症状が現れた段階で受診したときには、

肝硬変、肝がん等すでに重篤な疾病に進行していることも少なくない。 

  そこで、全ての肝炎患者等が継続的かつ適切な肝炎医療を受けることがで

きる体制を整備するため、拠点病院を中心とし、拠点病院、専門医療機関及

びかかりつけ医が協同する仕組みとして、地域における肝炎診療ネットワー

クの構築を進める必要がある。 

  この点に関して、以下の措置をとられたい。 

 

１ 肝炎患者支援手帳の普及促進 

   指針によれば、「国は、地方公共団体と連携して、・・（中略）・・肝炎患

者等に対する情報提供や拠点病院、専門医療機関及びかかりつけ医の連携

に資するため、肝炎の病態、治療方法、肝炎医療に関する制度等の情報を

とりまとめた手帳等を肝炎患者等に対して配布する。」とされている（指針

第４（２））。 

   しかしながら、同手帳を作成・交付している地方公共団体は平成２３年

度実績で、１６に留まっている。 

また、作成・交付している地方公共団体でも、その内容は様々であり、

同手帳の患者への配布状況も必ずしも十分なものではない。 

そこで、 

（１）同手帳を作成・交付していない地方公共団体に対し、その作成・交付

を促されたい。 

（２）各地方公共団体が作成する同手帳の仕様・特徴等について調査・研究

を行い、その結果を公表することで、より良質な肝炎患者支援手帳が普

及するよう対策を講じられたい。 

（３）患者に日常的に接し、同手帳の有効活用を指導しうる立場にある医療
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機関を通じた配布方法を全国的に確立されたい。 

 

２ 肝臓専門医の地域偏在の解消 

   肝炎対策においては、全ての肝炎患者が等しく適切な医療を受けられる

ことが求められる。 

   しかし、肝臓専門医は東京、大阪、福岡、神奈川など都市部に偏在し、

患者数との関係でも、地方との格差が著しいものとなっている。 

   そこで、専門医の地方への派遣制度等、都市部と地方との格差是正の措

置を図られたい。 

 

３ 地域肝炎治療コーディネーターの養成事業の促進 

   患者が適切な治療を受けられるようにするためには、受診の段階で患者

に適切な助言を行える程度に、肝炎に関する検査や治療方法、感染経路等

の知識を有した人材が必要である。この点、国民の身近に存在する市町村

保健師や産業保健に従事する者等、地域肝炎治療コーディネーターの養成

事業には期待が大きい。 

   しかしながら、この事業については特別枠事業の実施が１７、独自実施

が４の計２１にとどまり、地方公共団体の実施率は５割を下回っているの

が現状である。 

   そこで、国が責任をもって積極的に地方公共団体に働きかけを行い、地

域肝炎治療コーディネーターの養成事業を促進されたい。 

 

４ 肝疾患相談支援センターの広報の充実 

   拠点病院に設置されている肝疾患相談支援センターについては、これま

での取り組みにより、多くの相談支援センターに専門相談員が配置され、

専門医、看護師、メディカルソーシャルワーカーによる相談体制が整備さ

れてきている。 

しかし、相談支援センターへの月平均の相談件数が１０件、２０件以下

ということが多いとの報告がある（第７回肝炎対策推進協議会 正木参考

人）。 

   これは、肝疾患相談支援センターが国民に広く周知されていないことの

表れに他ならない。 

そこで国は、拠点病院、地方公共団体と連携をしつつ、肝疾患相談支援

センターの認知度を高めるため、広報を充実されたい。 

 

第４ 啓発・知識の普及・人権の尊重に関する要求（指針第８および指針第９） 
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 アンケート調査では、全国各地域において、医療・日常生活の分野でいわ

れなき差別・偏見を受けたとする報告が後を絶たないばかりでなく、一般社

会が差別と意識しない行為に対しても差別・偏見を受けたと感じる例が数多

く報告されている。これはＢ型肝炎に対する正しい知識と理解が、いまだ国

民に浸透されていないことの表れに他ならない。 

  Ｂ型肝炎患者も社会において、当然に一人の人間として、その尊厳にふさ

わしい扱いを受ける権利を有しており、Ｂ型肝炎患者が、感染者であること

を理由に、治療を十分に受けることが出来ない、また、安心した社会生活を

送ることが出来ないことは、絶対にあってはならない。 

  したがって、Ｂ型肝炎患者に対する差別・偏見に関する情報を恒常的に収

集・分析し、差別・偏見を生みだす原因を明らかにすると共に、差別・偏見

意識の根絶をめざし、国民全員にＢ型肝炎に関する正しい知識と理解を促す

ための普及啓発活動をこれまで以上に強く推進する必要がある。 

  この点に関し、以下の措置をとられたい。 

 

１ 偏見や差別の実態の調査・分析およびそれに基づくガイドラインの作成 

Ｂ型肝炎患者への差別・偏見撤廃のために適切かつ効果的な普及啓発活

動を行うためには、偏見や差別の実態の把握を行い、適切な分析を行い、

広く国民全員に対して偏見や差別をなくすための適切な基準の設定を行う

必要がある。また、偏見・差別を一刻も早く撤廃するために、当該基準の

設定は迅速に行わなければならない。 

そこで、既に取り組まれている「肝炎患者等に対する偏見や差別の実態

を把握し、その被害の防止のためのガイドラインを作成するための研究」

について、Ｂ型肝炎患者に対する差別や偏見について実態把握の調査を迅

速に行い、同調査の分析を適切に行い、同調査結果および分析結果につい

て、適宜中間報告を行われたい。また、これらの調査および分析に基づき、

偏見および差別の被害防止のためのガイドラインの作成を迅速に行われた

い。 

 

２ 国民に対する効果的かつ広汎な広報・教育活動 

   特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法第１条

で確認された通り、「集団予防接種等の際の注射器の連続使用により、多数

の者にＢ型肝炎ウイルスの感染被害が生じ、かつ、その感染被害が未曾有

のもの」なのであるから、Ｂ型肝炎ウイルスの持続感染の大きな原因が、

過去の予防接種行政の誤りであり、被害者が大多数に及んでいることを普
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及啓発活動の必須の内容とされたい。 

また、こうした内容を含むＢ型肝炎に関する正しい知識を、あらゆる世

代の国民に普及啓発させるためには、効果的かつ広汎な広報活動、教育活

動を継続的に行う必要がある。 

   そこで、以下の措置をとられたい。 

 （１）新聞、テレビ等広く国民一般に影響力を持つマスメディアを用いて、

定期的・継続的に、Ｂ型肝炎に関する正しい知識を普及啓発するための

広報活動を行うこと。また、こうした広報活動にあてる予算を抜本的に

拡充すること。 

 （２）差別被害の実態についてＢ型肝炎患者の体験談を直接聴くことができ

る機会を含む、Ｂ型肝炎の正しい知識を普及啓発させるための講演会等

のイベントを、地方公共団体の主催により定期的・継続的に行うよう各

地方公共団体へ指導を行うこと。 

 （３）普及啓発活動を新たに取り入れた後に、継続的なヒアリングや聴き取

り調査を行うことで、差別・偏見等が緩和されているかを確認すること。

そして、改善が見られない分野・地域については、さらに新たな対策を

講じ、改善がみられる分野についても、差別・偏見の一掃を目指した、

さらなる取り組みを行うこと。 

 

３ 医療機関の関係者等に対する教育・啓発 

   アンケート調査の結果によれば、Ｂ型肝炎患者が、専門的知識を持つ医

療機関の関係者からも、治療の拒否をはじめとした差別的取扱いを受けた

という報告例が多く見受けられる。 

   医療機関による適切な治療を受けることは、症状の進行を防ぐためにも、

患者の権利として絶対に妨げられてはならない権利であり、医療機関の関

係者に対してＢ型肝炎に関する正しい知識を教育・啓発することは必須の

課題である。 

   そこで、文部科学省等各関連省庁と連携して、医学教育の内容に、「これ

までのＢ型肝炎ウイルス持続感染のほとんどの原因は、母子感染、または、

集団予防接種による感染であること」を盛り込み、さらに、「Ｂ型肝炎の実

態」（とりわけ最新の研究に基づくウイルス感染力や感染防止方法の正確な

知識）を正しく位置づけられたい。また、医療機関において感染防止対応

が必要以上に過度になり、差別・偏見に転化することのないよう、医療機

関における差別的取扱いの現状についての実態調査を行い、特に医療機関

向けのガイドラインの作成に着手されたい。 
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第５ 障害者認定に関する要求（指針第９） 

 
平成２２年４月から、肝硬変患者のうち一定の基準を満たす者に対し身体

障害者手帳が交付されている。しかし、その認定基準は厳しすぎるとの批判

が各都道府県の指定医からもなされているところである。 

この点に関し、以下の措置をとられたい。 

 
１ 身体障害者福祉法上の身体障害者認定基準の見直し 

 身体障害者福祉法上の身体障害者認定は、ｃｈｉｌｄ－ｐｕｇｈ分類に

基づく各指標の数値合計によって重度とされた場合によっているが、これ

ではたとえば肝性脳症や腹水が相当重篤になっても他の検査数値いかんで

は認定がなされないという不合理が生じている。そのため、認定基準の緩

和に向けた見直しを求めるとともに、今般実施されている基本指針の定め

る「肝硬変及び肝がん患者に対する肝炎医療や生活実態等に関する現状を

把握するための調査研究」を早期にとりまとめ、また各都道府県の指定医

に対するヒアリング等を行い、認定基準を見直すうえでの資料とされたい。 

 
 ２ 障害年金受給に係る認定基準の見直し 

また、障害年金受給に係る認定基準も併せて見直しを行い、肝疾患への

適用を拡大されたい。 
 
第６ 治療と就労の両立に関する要求（指針第４） 

 
第２で述べたように、肝硬変・肝がん患者対する医療費の助成は全く不十

分であり、高額の医療費を負担しなければならない状況に追い込まれている。

そして、アンケート調査によれば，肝硬変・肝がん患者のうち、無職者の割

合は４０％を超えている。慢性肝炎患者においても、３０代・４０代の一家

の中心として稼働しなければならない世代の無職者の割合は約１７％もあり、

肝疾患を理由に会社を退職した患者は約５％にも及んでいる。これらの患者

は、生活を維持していくことが困難であり、中には医療費が高額になること

を理由に治療を受けていない者までいる。 

そこで、肝炎の治療を受けながら就労を行うことができるような制度を整

備されたい。 
 
第７ Ｂ型肝炎完治の新薬・新治療法の研究開発に関する要求 

 

現在、Ｂ型肝炎を完治する治療法・治療薬は開発されていない。 

ところで、昨年６月２８日の基本合意締結時に、菅直人前内閣総理大臣は、

Ｂ型肝炎治療薬の研究・開発に取り組む旨明言し、今年度において予算も計

上されている。 
そこで、今後、Ｂ型肝炎治療薬・治療法の研究に関する開発状況及び計画
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について適宜明らかにされたい。 

さらに、肝炎患者及び一般国民にもわかりやすく情報提供・広報をされた

い。また、早期に新薬・新治療法の開発を実現するため、必要に応じた予算

の増額を図られたい。  

 

以  上 
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大臣要求項目（追加） 

          ２０１２（平成２４）年６月１４日 

全国 B型肝炎訴訟原告団・弁護団 

 

１ 個別和解促進のため、検討体制のより一層の強化を求めます。 

  基本合意成立から１年を迎えようとしていますが、現時点で、個別和解に

至った原告（被害者数ベース、以下同じとします。）は約４００名にとどま

っています。提訴原告の１０分の１にも満たないものです。 

個別和解の原告数がこのような数にとどまっているのは、何より国（厚労

省・法務省）の和解資料等の検討体制が不十分だからです。 

先般の実務者協議及び大臣面談において、本年度から、検討体制を強化し、

今後は月間に３００名分を超える資料の検討が可能である旨回答をいただき

ました。 

しかし、月間３００名分の資料検討ができても、この体制では、現在の提

訴原告の資料を検討するだけでほぼ１年を要することになります。これでは

今後の提訴原告の個別和解はさらに遅延することになります。厚労省の試算

でも、感染被害者数は４０万人を超えるとされています。厚労省はこの４０

万人を超える被害者を救済するためという名目で増税論まで持ち出しました。

国には，自ら試算した４０万人を超える感染被害者全員を速やかに救済する

責務があります。 

この点から、現在の国の個別和解の検討体制は到底不十分であると言わざ

るを得ません。 

従って、今後、個別和解に対する検討体制をなお拡充・強化すること、そ

のための予算措置も十全のものにすることを強く求めます。 

２ 基本合意・特措法によるＢ型肝炎感染被害者に対する救済制度が国民に周

知徹底されるように，広報を飛躍的に拡充することを求めます。 

上記のように集団予防接種等によるＢ型肝炎感染被害者は４０万人を超え

るとされています。にもかかわらず，提訴原告は４０００人余りです。国の

推計数の約１％に過ぎません。 

このように提訴者数が少ない原因は次の２点にあると考えます。 

１点目は，広報が不十分であるため，基本合意・特措法に基づく救済制度

を知らない被害者が多数いること、２点目は，肝炎ウイルス検査を受けてい

ないために，自らがＢ型肝炎ウイルスに感染していること自体を知らない被

害者が多数いることです。  

被害者を早期に救済するためには，基本合意・特措法による救済制度を国
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民に周知徹底する必要があります。そのためには基本合意・特措法による救

済制度についての広報をもっと拡充すべきです。 

また，被害者を含めた感染者が，自らの感染に早期に気付くためには，す

べての国民が肝炎ウイルス検査を受けるように，肝炎ウイルス検査の体制を

整備するとともに、その広報を大々的に行うべきです。 

肝炎ウイルス検査体制の整備については、恒久対策の要求項目に挙げてあ

りますが、１点目の救済制度の周知徹底について、改めて要求いたします。 

具体的な広報の仕方として、主要全国紙及び主要地方紙に全面広告を出す

こと、また，定期的に，ラジオ・テレビで広報を図ることが有効であると考

えます。さらに、医療機関などにおけるポスター・手引等の一層の普及促進

を図ることが肝要であると考えます。 

３ 基本合意・特措法の精神に基づいて恒久対策を充実するよう求めます。 

上記のとおり、集団予防接種によるＢ型肝炎ウイルスの感染被害者は４０

万人を超えると試算されていますが、現状では、それら被害者の多くが個別

救済を受けられないことが明らかになってきています。そして、その主要な

原因は国が長期間この問題を放置したため、多くの被害者が、母親が死亡す

るなど感染被害を立証できなくなっていることにあります。私たちは、被害

者全員を救済するためには、全てのウイルス性肝炎患者に対して、一般疾病

対策のレベルを超えた恒久対策の充実が必要であり、それが国の責務である

と考えます。 

  この視点から恒久対策の一層の充実を求めます。 

以上 

 


